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本研究は、Becker（1973, 1974）の結婚に関する理論と、Oppenheimer（1988）の雇

用不確実性に着目した研究を理論的背景として、韓国および日本における若年層の交際形

成の規定要因を比較分析することを目的とする。Beckerは結婚・交際を効用最大化の結果

として捉え、経済資源の重要性を強調したのに対し、Oppenheimer は労働市場への移行

過程の不安定性が結婚・交際のタイミングを左右すると論じた。本研究は、こうした理論

を踏まえ、交際という前結婚段階がどのような条件の下で選択されるのかを検討する。 

分析にはロジットモデルを用い、従属変数を「現在交際中」であるか否かとした。韓国

と日本を別々に分析し、年齢、学歴、親との同居、就業の有無、結婚意向、首都圏居住、

未婚男女の相対規模を示す S指標、ならびに価値観変数を統制した。さらに就業者に限定

し、所得、賃金率・労働時間、職種、雇用形態を段階的に投入することで、雇用の質が交

際形成に及ぼす影響を詳細に検討した。 

その結果、年齢効果は韓国では男女とも非線形で、一定年齢を境に交際確率が低下した

一方、日本では年齢とともに直線的に低下した。学歴は韓国女性においてのみ弱い負の効

果を示したが、これは伝統的な結婚・出産制度価値観や性別役割意識を統制した後にも残

っており、学歴が規範的保守性ではなく、交際を結婚に転換可能な関係に限定しようとす

る選択基準の厳格さを反映している可能性を示唆する。親との同居は概ね交際確率を低下

させ、とくに韓国女性で顕著であった。就業の有無は韓国女性を除くすべての群で正の有

意な効果を示し、韓国女性では就業そのものより雇用の質が重要であることが確認された。 

結婚意向は全ての国・性別で交際確率を高め、とりわけ韓国女性では非常に大きな効果

が観察された。首都圏居住と S指標を同時に投入すると、首都圏居住は正、S指標は負の

効果としてそれぞれ有意性が高まり、都市的文脈がもたらす交際実行の容易さと、結婚市

場構造の制約が分離して作用していることが示唆された。雇用の質に関しては、韓国・日

本の女性双方で労働時間が交際確率と正の関連を示したが、これは労働時間が交際を直接

促進するというより、交際関係に入ることが可能な比較的安定した生活段階にある女性が、

結果として長い労働時間を維持しているという選択・同時性の反映と解釈できる。 

以上の結果は、交際形成が単なる経済資源の多寡ではなく、労働市場への移行の安定度、

生活段階、結婚への期待構造と密接に結びついていることを示している。本研究は、Becker

の資源論と Oppenheimer の不確実性論を統合し、前結婚段階としての交際行動を日韓比

較の視点から明らかにした点に意義がある。 

 


